
 

 

市長及び副市長の給与等に関する条例（昭和４４年条例第１４号）及び富士見市教育委員会教育長の給与等に関する条例 

（昭和４４年条例第１３号）新旧対照表 

第１条 市長及び副市長の給与等に関する条例の一部改正 

新 旧 

（市長等の給与） （市長等の給与） 

第２条 市長等の受ける給与は、給料、通勤手当及び期末手当とする。 

（給料） 

第３条 市長等の給料は、次のとおりとする。 

 （１） 市長 月額 ９１１，０００円 

 （２） 副市長 月額 ７７６，０００円 

第４条 （略） 

２、３ （略）  

４ 市長等の給料の支給については、富士見市一般職の職員の給与に関する条

例(昭和31年条例第7号)の適用を受ける職員(以下「一般職の職員」という。)

の例による。 

 （通勤手当） 

第５条 市長等の通勤手当の支給については、一般職の職員の例による。 

第２条 市長等の受ける給与は、給料、地域手当及び期末手当とする。 

 （給料） 

第３条 市長等の給料は、次のとおりとする。 

 （１） 市長 月額 ８７１，０００円 

 （２） 副市長 月額 ７４１，０００円 

第４条 （略） 

２、３ （略）  

４ 市長等の給料の支給期日  は、富士見市一般職の職員の給与に関する条

例(昭和31年条例第7号)の適用を受ける職員(以下「一般職の職員」という。)

の例による。 

 

 （新設） 

（期末手当） （期末手当） 

第６条  （略） 第５条  （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（第１項後段に規定する

者にあっては、任期が満了し、退職し、失職し、解職され、又は死亡した日

現在）において市長等が受けるべき給料の月額              

       に、この額に１００分の２０を乗じて得た額を加算した額とす

る。 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（第１項後段に規定する

者にあっては、任期が満了し、退職し、失職し、解職され、又は死亡した日

現在）において市長等が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額に、この額に１００分の２０を乗じて得た額を加算した額とす

る。 

４ 前３項に定めるもののほか、期末手当の支給については、一般職の職員の

例による。 

４ 前３項に定めるもののほか、期末手当の支給方法  は、一般職の職員の

例による。 

 

 （地域手当） 

３ 



 第６条 地域手当は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域

における物価等を考慮して市長等に支給する。 

２ 地域手当の月額は、それぞれ給料の月額に１００分の４を乗じて得た額と

する。 

３ 前２項に定めるもののほか、地域手当の支給方法は、一般職の職員の例に

よる。 

 

第２条 富士見市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正 

新 旧 

（教育長の給与） （教育長の給与） 

第２条 教育長の受ける給与は、給料、通勤手当及び期末手当とする。 第２条 教育長の受ける給与は、給料、地域手当及び期末手当とする。 

（給料） （給料） 

第３条 教育長の給料は、月額７２０，０００円とする。 

第４条 （略） 

２、３ （略） 

４ 教育長の給料の支給については、富士見市一般職の職員の給与に関する条

例(昭和31年条例第7号)の適用を受ける職員(以下「一般職の職員」という。)

の例による。 

 （通勤手当） 

第５条 教育長の通勤手当の支給については、一般職の職員の例による。 

第３条 教育長の給料は、月額６８７，０００円とする。 

第４条 （略） 

２、３ （略） 

４ 教育長の給料の支給方法  は、富士見市一般職の職員の給与に関する条

例(昭和31年条例第7号)の適用を受ける職員(以下「一般職の職員」という。)

の例による。 

 

 （新設） 

（期末手当） （期末手当） 

第６条  （略） 第５条  （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（第１項後段に規定する

者にあっては、任期が満了し、退職し、失職し、解職され、罷免され、又は

死亡した日現在）において教育長が受けるべき給料の月額        

           に、この額に１００分の２０を乗じて得た額を加算

した額とする。 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（第１項後段に規定する

者にあっては、任期が満了し、退職し、失職し、解職され、罷免され、又は

死亡した日現在）において教育長が受けるべき給料の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額に、この額に１００分の２０を乗じて得た額を加算

した額とする。 

４ 前３項に定めるもののほか、期末手当の支給については、一般職の職員の

例による。 

４ 前３項に定めるもののほか、期末手当の支給方法  は、一般職の職員の

例による。 

 （地域手当） 

 第６条 地域手当は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域



における物価等を考慮して教育長に支給する。 

 ２ 地域手当の月額は、給料の月額に１００分の４を乗じて得た額とする。 

３ 前２項に定めるもののほか、地域手当の支給方法は、一般職の職員の例に

よる。 

  

  

  

  

  

  

  

 


